業務管理体制の整備に関する報告書
　　年　　月　　日

東大阪市長　様
法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
法人所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○年○月○日付け東大阪福施第○○○号により通知のあった事項について、別紙のとおり報告します。

業務管理体制の整備に関する報告事項
	法人名
	

	法人所在地
	

	法令遵守責任者の職・氏名
	

	法令遵守責任者の連絡・問い合わせ先
	部署名（事業所名）
	

	
	ＴＥＬ
	

	
	ＦＡＸ
	


※「法令遵守の状況等及び改善案」欄のうち該当するすべての項目についてチェックしてください。（Wordで作成する場合には□を■に返還）してください。（項目に該当しない場合は、該当しない理由と内容を「改善案」に記入してください。）
※法令遵守の状況等について措置が不十分又は措置がされていないと思われる場合はその改善案を記載してください。

※この別紙は左肩にホッチキス止めをして提出してください。

	確認事項
	法令遵守の状況等及び改善案

	１　介護保険法令の遵守について努めていますか。
	□　年に１回以上、各事業所において自主点検表（※１）などを活用して法令遵守の確認等を行い必要な改善に努めている。

※1　以下のホームページを参照

東大阪市のホームページ　> 各課一覧 > 福祉部 > 指導監査室　施設課　>　自主点検表

http://www.city.higashiosaka.lg.jp/soshiki/11-23-0-0-0_7.html
□　その他（以下の空欄に具体的に記載してください。）

	
	【改善案】



	２　人員基準の遵守のための取組みを行っていますか。
	1 職員の採用手続き等について

□　従業員（非常勤を含む。）の採用にあたっては、雇用契約又は労働条件通知書等の書面によって雇用条件・役職・業務内容・勤務時間など労働関係法令に定められた手続きを行っている。

□　資格が必要な職種を採用するにあたっては、資格証の原本を確認し、写しを保管している。　
□　介護支援専門員の資格が必要な職種については、介護支援専門員の登録の有効期限を確認し、更新のための研修の受講及び更新申請の手続きが期限内に行われているか確認している。

2 勤務態様の把握について

□　勤務態様を把握するために、出勤簿やタイムカードなどで勤務状況を明確に管理している。

□　職員の採用・退職・休職・産前産後休暇・育児休業などの勤務態様について、責任者を定め、人員基準に適合するかどうか把握している。

3 適正な届出及び人員基準違反に対する対応について

□　複数の事業所（施設）を運営する事業者（法人等）については、採用・退職などを担当する人事部門と各事業所（施設）の管理者が情報を共有するための具体的なルールを定め、適切な処理を行っている。
□　地域密着型サービス事業所（施設）の管理者は、当該事業所（施設）の従業者の管理及び利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行っている。また、各事業者に対して、当該事業運営に関する基準を遵守させるため必要な指揮命令を行っている。
□　届出が必要な職種については、採用・退職・配置換えなどがあった場合には、すみやかに変更届を提出している。
※1　以下のホームページを参照

東大阪市のホームページ　> 各課一覧 > 福祉部 > 指導監査室　施設課　>　介護保険事業者　変更届
　http://www.city.higashiosaka.lg.jp/soshiki/11-23-0-0-0_3.html
□　定員超過減算・人員欠如減算の対象となった場合には、減算を踏まえた基本報酬の請求を行うとともに、定員超過減算・人員欠如減算の対象となった場合に請求できない加算を把握し、適切な請求事務を行っている。

□　その他（以下の空欄に具体的に記載してください。）



	
	【改善案】


	２　設備・運営基準の遵守のための取組みを行っていますか。
	〖設備基準について〗

□　専用区画の変更があった場合には、すみやかに変更届を提出している。

〖運営基準について〗

1 利用者本位のサービス提供のための取組み

□　重要事項の説明においては、利用者やその家族が理解しやすいように丁寧な説明（※1）必要なサービスに関する注意事項などに重点をおいた説明を行っている。
※1　画一的・一方的な説明や単に重要事項説明書を読み上げるだけなどの説明ではなく、利用者等の理解度に応じた工夫（認知症状が見られる利用者や障害者の場合には障害等の特性に応じた説明方法）等を行う説明など

□　サービス提供を行うすべての担当者に、社会的孤立への不安など高齢者特有の心理状況や同和問題、在日外国人問題、障害者問題など高齢者が抱える社会的・歴史的背景などを十分理解できるよう取り組んでいる。

□　一人ひとりの利用者の立場を理解し、以下のようなサービス提供を行っている。

・　日常生活の支援において、如何なる場合においても、強制的な言動、暴言、体罰、差別的な言動をしていない。

・　介護や運営の効率化を重視するあまり、日常生活に不必要な規制や行動制限を強いていない。

・　記憶障害や認知力、判断力の低下など、認知症に関する症状があることをもって、直ちに主体性や自己決定の能力がないと判断していない。
・　視覚障害者や聴覚障害者、言語障害のある人、外国人など、文字や話し言葉によるコミュニケーションに困難がある人に対して、点字や手話、身振り手振り、カード、絵文字等の手段を柔軟に駆使して意思疎通の円滑化に努めている。

・　サービス提供にあたっては、ＡＤＬや介護の必要度など現在の状態だけで利用者を理解するのではなく、高齢者一人ひとりの生きてこられた時代背景についての知識を積み重ね、豊かな想像力をもって利用者の人生に思いを馳せ、その延長線上で現在の状況を理解している。

・　人格を尊重し、年長者に対する礼を尽くし、温かで親しみやすい雰囲気を持って、ユーモアのある会話を心がけている。

・　利用者やその家族等の意向や希望を踏まえるとともに、サービス担当者会議などを通じてサービス提供に反映させている。
2 サービス提供の拒否等

□　憲法第14条で保障されている法の下の平等の趣旨に基づき、人種、信条、性別、社会的身分又は門地、障害や疾病などを理由として正当な理由（※2）なくサービス提供を拒否していない。

※2　①事業所（施設）の現員からは利用申込に応じきれない場合　②利用申込者の居住地が当該事業所（施設）の運営規程に定める通常の事業の実施地域外である場合　③その他利用申込者に対し自ら適切なサービス提供ができない場合

□　事業所（施設）の廃止・休止の予定など利用者に適切なサービス提供ができなくなった場合には、居宅介護支援事業所等と協力して、利用者の円滑な引継ぎを行っている。

□　人員不足等により休止・廃止する場合には、休止予定日又は廃止予定日の1か月前までに事前に届出（※3）を行っている。
※3　以下のホームページを参照

　東大阪市のホームページ　> 各課一覧 > 福祉部 > 指導監査室　施設課　>　介護保険事業者　休止・廃止・再開届
　http://www.city.higashiosaka.lg.jp/soshiki/11-23-0-0-0_5.html
3 認知症対応型共同生活介護計画（介護予防認知症対応型共同生活介護計画）又は地域密着型施設サービス計画等に沿ったサービス提供等

□　上記計画に位置づけられたサービス内容等に沿って、明確な手順で適切なサービス提供を行っている。

□　上記計画を作成後においても、上記計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて上記計画の変更を行っている。
□　運営基準（※4）に定められている各サービスの基本方針、取扱方針、サービス計画の作成、介護などの規定に基づき適切なサービス提供又は支援を行っている。
※4　指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生省令第34号）ほか参照
厚生労働省のホームページ > 所管の法令、告示・通達等 >法令検索　目次（体系）検索へ > 第１０編　老健　第１章　老健 

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/html/hourei/contents.html
4 サービス提供の記録等

□　サービス提供記録など運営基準及び報酬算定の留意事項等（※5）に定められている必要な書類の整備を行っている。

※5　以下のホームページを参照

厚生労働省のホームページ > 介護・高齢者福祉 > 介護報酬 > 平成27年度介護報酬改定について

　　　　　http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080101.html
□　サービス提供の記録には、単にサービス内容を記載するのではなく、今後のサービス提供に活かすため、利用者の心身の状況等について把握したことについても記録している。

5 利用者及びその家族からの苦情・相談等

□　利用者からの要望・相談については、単に苦情と捉えず、今後のサービス提供に活かすための素材として記録をまとめ、職場内研修などに活用している。

□　苦情を受けた場合は、速やかに対応するとともに、その経過等を記録し、場合によっては、東大阪市等とも連携して対応している。

□　介護保険法第23条に基づく東大阪市の実地指導があった場合には、これにもとづく指導又は助言に従って改善を行っている。（又は改善を行う。）

□　介護保険法第176条第1項第3号に基づき、大阪府国民健康保険団体連合会（以下「大阪府国保連」という。）に対し、利用者又はその家族からの苦情申立があった場合に、大阪府国保連の調査に協力し、指導又は助言に従って必要な改善を行っている。（又は「改善を行う。」）

6 事故発生時の対応

□　リスク管理を徹底するため、事故発生時の対応について、予めその対応方法についてマニュアル等を整備し、職員への周知などを行っている。

□　事故発生時又は事故に至らないような事例（ひやりはっと事例）については、単に記録するだけではなく、事故の再発防止・未然防止のために、職場内研修などに活用している。

□　その他（以下の空欄に具体的に記載してください。）



	
	【改善案】



	3　適正な報酬算定のための取組みを行っていますか。
	□　介護報酬の算定にあたっては、報酬告示、解釈通知、Ｑ＆Ａ（※1）を熟読し、これら基準等に基づいて適切な報酬算定に努めている。
※１　以下のホームページを参照

1 平成27年度報酬改定関係

・　厚生労働省のホームページ > 政策について > 分野別の政策一覧 > 福祉・介護 > 介護・高齢者福祉 > 介護報酬 > 平成27年度介護報酬改定について

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080101.html
2 厚生労働省法令等データベースサービス

· 厚生労働省のホームページ > 所管の法令、告示・通達等 > 法令検索　目次（体系）検索へ > 第１０編　老健　第１章　老健
http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/html/hourei/contents.html
· 厚生労働省のホームページ > 所管の法令、告示・通達等 > 通知検索　目次（体系）検索へ > 第１０編　老健　第１章　老健 > 介護保険法
http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/html/tsuchi/contents.html
3 Ｑ＆Ａ

· 介護サービス関係Ｑ＆Ａ－「人員・設備及び運営基準」及び「報酬算定基準」等に関するＱ＆Ａ－

厚生労働省のホームページ > 介護・高齢者福祉 > 介護サービス関係Ｑ＆Ａ

http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/index_qa.html
· 各種加算の算定要件を満たさなくなった場合は、報酬請求を行わないとともに、届出が必要なものについては、変更届（加算の取り下げ）を行っている。

□　その他（以下の空欄に具体的に記載してください。）



	
	【改善案】



	４　事業運営に関係する他法令の遵守のための取組みを行っていますか。
	〖指定の取消等事由に該当する法令〗

□　指定の取消事由のうち、介護保険法第78条の10第1項第12号等により政令で定める法律（※1）に関する違反がないように努めるとともに、違反事項があった場合には管轄の行政庁に相談し、改善に努めるようにしている。

※1　参照：介護保険法施行令第35条の5
一　健康保険法

二　児童福祉法

三　栄養士法

四　医師法

五　歯科医師法

六　保健師助産師看護師法

七　歯科衛生士法

八　医療法

九　身体障害者福祉法

十　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

十一　社会福祉法
十二　生活保護法
十三　知的障害者福祉法

十四　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律
十五　薬剤師法

十六　老人福祉法

十七　理学療法士及び作業療法士法

十八　高齢者の医療の確保に関する法律

十九　社会福祉士及び介護福祉士法

二十　義肢装具士法

二十一　精神保健福祉士法

二十二　言語聴覚士法

二十三　発達障害者支援法

二十四　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

二十五　高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律
二十六　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

二十七　子ども・子育て支援法

二十八　再生医療等の安全性の確保等に関する法律

二十九　国家戦略特別区域法（第12条の4第7項の規定に限る。）

三十　難病の患者に対する医療等に関する法律

三十一　公認心理師法
〖その他サービス提供にあたって重要な法令等の遵守〗

1 労働関係法令

□　事業者として労働基準法の遵守に努めるとともに、厚生労働省通知「介護労働者の労働条件の確保・改善対策の推進について」（平成21年4月1日付け基発第0401005号）（※2）の趣旨を把握して適切な労働条件の確保に努めている。
※2　以下のホームページを参照

厚生労働省のホームページ > 労働基準  > 業種・職種別の対策 > 介護労働者の労働条件の確保・改善のポイント

http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/kantoku/090501-1.html
□　労働安全衛生法の規定に基づき、必要な定期健康診断（※3）を事業者として実施している。

※3　定期健康診断項目については以下のホームページを参照

大阪労働局のホームページ > 安全衛生 > 労働衛生関係 > 健康診断項目

http://osaka-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/anzen_eisei/hourei_seido/roudo_eisei.html
2 医療行為

□　法律で禁止されている医療行為を資格のない者が行わないよう、職場研修などで周知（※4）するとともに、重要事項説明時等に利用者及びその家族に適切に説明している。

※4　以下のホームページを参照

①　医行為ではないと考えられる行為については、「医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産師看護師法第31条の解釈について」（平成17年7月26日付け厚生労働省医政局長通知）参照

・厚生労働省のホームページ > 所管の法令、告示・通達等 > 通知検索　目次（体系）検索へ >第２編　医政　第１章　医政 > 医師法
http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/html/tsuchi/contents.html
　　②　喀痰吸引等（たんの吸引等）の制度について

　　　　・大阪府のホームページ > 福祉・子育て > 高齢者 > 喀痰吸引等（たんの吸引等）の制度について

　　　　　　 http://www.pref.osaka.jp/koreishisetsu/tan/index.html
3 権利擁護

□　権利擁護の観点から、判断能力の低下がみられる利用者については、成年後見制度の活用などにより、契約行為や金銭の管理などが適切に行えるよう地域包括支援センター又は各福祉事務所等へ相談するなどして支援している。

4 高齢者虐待防止

□　職場内研修等により、高齢者虐待防止の理解を事業所（施設）全体で深め、サービス提供に活かせるようにしている。

□　サービス提供中に、事業所（施設）従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合には、速やかに前者の場合、東大阪市福祉部高齢介護室地域包括ケア推進課に、後者の場合、各福祉事務所等及び地域包括支援センターに通報することとしている。

□　養護者による「虐待」と判断しきれない場合であっても、高齢者の権利が侵害されている若しくは健康が損なわれている状態であれば、「虐待の通報」と構えず「気になる高齢者の相談」として上記各機関に連絡している。

□　その他（以下の空欄に具体的に記載してください。）



	
	【改善案】



	５ 業務管理体制の整備の趣旨に従った事業者（法人等）自らの取組みは行われていますか。
	〖共通事項〗

□　介護保険法で新たに定められた業務管理体制の整備の趣旨等（※1）について、事業者（法人等）のすべての役職員に周知している。

※1　以下のホームページを参照

厚生労働省のホームページ > 介護・高齢者福祉  > 介護サービス事業者の業務管理体制

http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/service/index.html
□　法令遵守責任者は、本報告書「確認事項」欄の１～４など法令等の遵守状況について、年に1回以上、各事業所（施設）の管理者や職員からの聞き取りや書面での報告などにより把握している。

□　法令遵守責任者は、コンプライアンス（法令遵守）上問題があると判断した場合は、速やかに原因を究明し、その事実が法令上の違反行為に該当するかについて検証を行っている。また、必要な場合には、改善措置を講ずる等適切に対処している。

□　違反行為が認められた場合に、法人等の役員会等（※2）に対して事案の概要、課題及び改善方策等を提案し、役員会等における改善策の決定を踏まえ、再発防止・未然防止に向けた改善措置を図るとともに、当該事案の周知に努めている。

※2　法人等の役員会等とは、取締役会や理事会のほか、法人等内部において定款等で設置を定めたリスクマネジメント委員会など、コンプライアンス（法令遵守）に関する取組みが法人等の意思決定に基づくことを明確にされているものなどに、適宜読み替えることができる。

□　法令遵守責任者は、改善策の進捗状況を把握し、役員会等に対して報告するとともに、改善策のさらなる見直しを提案するなど改善状況のフォローアップに努めている。

□　関係法令等の制定又は改廃の動向を把握するなど情報収集に努め、必要な情報の役職員への提供及び周知を行っている。

□　法令等違反行為に関する内部通報及び相談体制を設け、通報又は相談内容に関して、必要な検証や報告等を行っている。

□　法令遵守責任者の変更等届出内容に変更があった場合、すみやかに届出を行っている。



	
	【改善案】




※業務管理体制整備に係る組織体制図又は法令遵守責任者の位置づけがわかる組織体制図等（既存のもの可）があれば、一部添付ください。
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